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   福島市公設地方卸売市場再整備事業に係る施設整備・運営事業者等 

選定アドバイザリー業務事業者選定プロポーザル技術提案書作成要領 

 

 

１ プロポーザルの名称 

福島市公設地方卸売市場再整備事業に係る施設整備・運営事業者等選定アドバイザリ

ー業務事業者選定プロポーザル 

 

２ 業務の概要 

（１）場 所 

   福島市北矢野目字樋越１番地 地内 

（２）業務内容 

 「公設地方卸売市場の施設整備・運営事業」及び「余剰地の利活用による民間収益事

業」に係る検討、資料作成等の業務 

①事業内容等の検討支援 

②予定価格及び債務負担行為議決資料の作成支援 

③特定事業の選定に係る資料の作成 

④事業者募集に係る書類の作成 

※業務の詳細は、別紙「福島市公設地方卸売市場再整備事業に係る施設整備・運営事

業者等選定アドバイザリー業務委託仕様書（以下、委託仕様書という。）を参照す

ること。 

（３）提案上限額 

   ３３,０００千円（消費税及び地方消費税１０％含む） 

 

３ 主催及び事務局 

（１）主  催 

   福島市 

（２）担当部局 

   福島市農政部市場管理課 

    〒９６０－０１１３ 福島市北矢野目字樋越１番地 

     ＴＥＬ ０２４－５５３－１２１３ 

     ＦＡＸ ０２４－５５３－１２１３（平日 8:30-17:15のみ受信可） 

     メール shijou@mail.city.fukushima.fukushima.jp 
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４ 技術提案書の提出期間並びに提出場所及び方法 

（１）提出書類 

  ①技術提案書（様式１－７） 

（様式１－７①）：単体企業用 

（様式１－７②）：共同企業体用 

  ②技術提案説明書（様式１－８） 

  ③技術者経歴書（様式１－９） 

（２）提出期間 

   令和６年８月５日（月）から令和６年９月１３日（金）（必着） 

    持参の場合の受付は、土曜日、日曜日及び祝日を除く、午前９時から正午及び午後１

時から４時までとする。 

（３）提出場所 

   福島市農政部市場管理課 

（４）提出方法 

   提出期間内に、郵送又は事前連絡の上持参すること。 

   また、提出後の差し替え及び再提出は認めない。 

（５）提出部数 

   各一部（ただし、技術提案説明書（様式１－８）については、１５部） 

 

５ 技術提案書作成に伴う質問の提出期間並びに提出場所及び方法 

（１）提出期間 

   令和６年８月５日（月）から令和６年８月２３日（金）まで（期間中の土曜日、日曜日及び祝

日を除く） 

   受付は、午前９時から正午及び午後１時から４時までとする。 

（２）提出場所 

   福島市農政部市場管理課 

（３）技術提案書作成に関して質問がある場合は、技術提案に関する質問書（様式１－１０）

を作成し電子メール又はＦＡＸにより送信することとし、送信後は、到着確認のため、

送信した旨を 併せて電話で必ず連絡すること。なお、電話または口頭による質問は受け

付けない。 

   福島市農政部市場管理課 

     ＴＥＬ ０２４－５５３－１２１３ 

     ＦＡＸ ０２４－５５３－１２１３（平日 8:30-17:15 のみ受信可） 

     メール shijou@mail.city.fukushima.fukushima.jp 

 

（４）回答方法 

  競争上の地位などを害するおそれのあるものを除き、福島市ホームページに令和６年８

月２９日（木）までに掲載する。（個別の回答は行わない。） 
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６ 技術提案書の審査方法及び結果の通知 

（１）審査方法（ヒアリングを含む。） 

   令和６年９月２７日（金）に技術提案書等に基づいた業務事業者選定審査委員会のヒア

リングを実施し、提案内容について特定基準に基づいた審査を行い、最優秀者及び次点

者を選定し、その結果を郵送する。 

   ヒアリング実施者には、参加報酬（報償費）として１者につき、それぞれ３万円を支払う。 

   ヒアリングでの説明用資料は技術提案説明書（様式１－８）のみとし、プロジェクター・ 

  ホワイトボードといった機器を適宜使用しながら３名以内（配置予定の主任技術者を必ず

含む。）で説明すること。 

   なお、ヒアリングの具体的な実施方法や開催場所は、別途通知する。 

（２）特定基準 

   提出書類及びヒアリングの提案内容は別紙の特定基準に基づき審査する。 

（３）その他 

    技術提案者の数によっては、一次審査（書類選考）を行う場合がある。 

 

７ 非選定理由に関する事項 

（１）提出された技術提案書が選定されなかった者に対しては、選定されなかった旨を書面

をもって通知する。 

（２）（１）の通知を受けた者は、福島市長に対して非選定理由について説明を求めることがで 

  きる。 

（３）提出期間については、非選定通知書の送付時に別途通知する。 

（４）提出場所 

   福島市農政部市場管理課 

（５）提出方法 

非選定の説明を請求する場合は、書面（書式自由。ただし、Ａ４判とする。）を作成し持参  

又は郵送（提出期間内に福島市農政部市場管理課必着のこと。書留郵便又は配達記録郵

便に限る。）すること。なお、電話又は口頭によるものは受け付けない。 

（６）回答方法 

   提出期限日の翌日から起算して１４日以内（休日を含まない。）に請求者へ郵送により回

答する。 

 

８ 失格要件 

（１）プロポーザル関係者と不正な接触を行ったとき。 

（２）各書類の提出方法及び提出期間を遵守しないとき。 

（３）第三者の著作権を侵害する提案をしたとき。 

（４）提出書類に虚偽の内容を記載したとき。 
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９ 技術提案書の作成及び記載上の留意事項 

（１）技術提案書作成上の基本事項 

  プロポーザルはアドバイザリー業務における具体的な取組方法について提案を求めるも

のであり、当該業務の具体的な内容や成果品の一部の作成や提出を求めるものではない。

具体的なアドバイザリー業務に係る作業は、契約後に技術提案書に記載された取り組み

方法を反映しつつ、発注者が提示する資料に基づいて発注者と協議のうえ開始すること

とする。 

（２）技術提案を求める事項 

   各テーマにおいては、福島市公設地方卸売市場再整備基本計画における「本市場の目指

す姿」、「再整備の方向性」、「９つの基本方針」等の趣旨を踏まえた提案内容とすること。 

 

①テーマ１ アドバイザリー業務実施にあたっての実施体制について 

今後の卸売市場は物流の効率化、品質管理の高度化、衛生管理機能の強化、災害時の

業務継続などの社会的要請にこたえていく必要がある。 

ＰＦＩ事業として実施予定の本事業において、これらの内容を適切に反映していくため

には、ＰＦＩ事業に精通した技術者の他、卸売市場の流通や施設計画、まちづくり等に精

通した技術者による業務の実施が必要となることから、本業務の実施にあたってどのよ

うな体制で取り組むか、配置予定担当者のこれまでの業務実績等も踏まえ記載するこ

と。 

 

②テーマ２ 「市場機能の高度化」と「市財政負担の軽減、使用料削減」との両立について 

再整備の基本方針として、物流の効率化、品質管理の高度化、衛生管理機能の強化の

ほか、災害時の業務継続、ゼロカーボン化など、市場機能の高度化についての視点を掲

げている。これらの機能を取り入れながらも、ＰＦＩ事業の特性を活かし、市財政負担の軽

減や使用料削減を図るため、事業費の試算方法や有効な募集方法など、どのような方策

が考えられるか記載すること。 

 

③テーマ３ 余剰地の利活用における民間事業者の優れた提案を最大限引き出すための方

策について 

再整備の基本方針として、余剰地の効果的な利活用、民間活力の導入を掲げているが、

「市場機能の強化」及び「余剰地との連携を踏まえた市場の活性化」に向け、民間事業者

の参画意欲を高めるとともに、優れた提案を最大限引き出すための方策を記載するこ

と。 

なお、余剰地の利活用については、「活力ある新市場」を市民に身近に感じてもらうと

ともに、市場周辺の環境との調和が求められることから、このような「まちづくりの観

点」からも言及すること。 

 

④テーマ４ 民間のノウハウを活かした持続可能な施設運営について 

再整備の基本方針として、消費拡大と人材育成・確保を掲げているが、本事業受注者

が、民間のノウハウを活かした「販路の拡大や取扱数量の増加」などにより場内事業者の

経営基盤を強化するとともに、「市場で働く人材の育成と確保」を見据え、物流管理をは

じめとした場内のＤＸ化等による業務効率化、従業員の働き方改革」につなげるために

は、どのような事業者募集の手法を行う必要があるか記載すること。 
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（３）技術提案説明書（様式１－８） 

  ①（２）の技術提案を求める事項についての考え方を示すこと。 

  ②用紙は横書きとし両面ではなく、片面使用とすること。 

  ③テーマ１～４を通してＡ３判、２枚にまとめること。 

  ④書式（強調、行数等）は提案者の任意とする。ただし、視認性の高いフォント（明朝体、 

   ゴシック体等）を用いることとし、極力、網掛け及びアンダーライン等は用いないこと。 

   また、フォントの大きさは１０．５ｐｔ以上とし、イメージ図等の中の解釈は９．０ｐｔ 

   以上とする。 

  ⑤カラーは可とする。 

（４）技術者経歴書（様式１－９） 

  ①配置予定の全技術者について提出すること。 

②主任技術者は一級建築士の資格を有していること。 

③取得資格の合格証・登録証の写しを添付すること。 

  ④現在の手持ち業務の状況については、公告日現在における手持ち業務について記載

すること。なお、５件以上ある場合は欄外に件数を記載すること。 

  ⑤記載した技術者は、病休・死亡・退職等の特別な理由があると事務局が認めた場合を

除き、変更することは出来ない。 

（５）技術提案に関する質問書（様式１－１０） 

   質問は、一問ずつ番号を付して記入すること。 

（６）その他 

  ①提出書類は、様式番号順にクリップ止めすること。 

  ②各書類は、綴じしろとして左側に２５ｍｍ程度の余白をとること。 

  ③各様式の記載欄が不足する場合は、コピーにより補うこと。 

  ④様式に定められた場所を除き、社名や商標、マーク等提案者を認識できるものを表示

しないこと。また、特に技術提案書において施工実績や社内の組織名称等、提案者の企

業情報を用いる場合には、アルファベット文字等を活用するなどして、提案者が容易に

認識できないようにすること。 
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別 紙 

特 定 基 準 

 

（１）同種業務実績① 

公告５ 参加資格要件（１）②による実績とする。 

 

（２）同種業務実績②※同種業務実績①に該当するものを除く。 

    卸売市場再整備に関する調査研究、基本構想、基本計画策定、民間活力導入可能

性調査、設計（基本設計又は実施設計）等の履行実績（業務が完了したものに限る）。 

 

（３）同種業務実績①及び②は、単体企業の場合は当該企業単独の実績とし、共同企業

体の場合は代表構成員及びその他の構成員の実績とする（いずれの場合も協力会

社の実績は含めない。）。 

※実績には、共同企業体（代表構成員又はその他の構成員）として受注した実

績を含む。 

 

（４）項目２ 各テーマの理解と技術提案の内容 については、各審査委員の合計点の

平均値（小数点以下切り上げ）を得点とする。 

 

No. 項   目 評 価 事 項 配分点 

１ 

 

 

事務所の能力 

（書類審査） 

 

同種業務実績① ３件以上 １０ 

２０ 

２件 ５ 

１件 ０ 

同種業務実績② ２件以上 １０ 

１件 ５ 

０件 ０ 

２ 

各テーマの理解と

技術提案の内容 

（書類審査・ヒア

リング） 

テーマ１（20,15,10,5,1） 

 

８０ 

テーマ２（20,15,10,5,1） 

テーマ３（20,15,10,5,1） 

テーマ４（20,15,10,5,1） 

 

 

合  計 

 

 

 

１００ 

 


